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研究成果の概要（和文）： 

 本研究では、フランスの大学病院の事例から広報専門部署が、職員、市民、患者会、メディ
アとの積極的なコミュニケーションを行うことによって、病院を取り巻く関係者と良好な関係
を構築していることを明らかにした。 

一方、日本の大学病院には、フランスと同様な部署がほとんど無かったことが明らかになっ
た。今後、フランスの広報専門部署を参考に、わが国の病院とそれを取り巻く利害関係者の相
互作用を醸成していく仕組みづくりが望まれる。 
 
研究成果の概要（英文）： 

This research clarified that public relation department in French Universities’ 
hospitals built good relations with the stakeholders (the staffs, a citizen, the patient 
society, and the mass media) who surrounded hospitals. It was found that they 
aggressively communicate with the stakeholders. 

On the other hand, in the universities hospitals of Japan, it was clarified that 
there were not most of the departments specialized which were similar to France. 
    In reference to the departments specialized in public information of France, the 
making of structure breeding a hospital in our country and the interaction with 
stakeholders surrounding hospitals are expected in future. 
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１．研究開始当初の背景 

近年、国内における病院の情報開示は、重
要な課題としてとらえられているが、情報開
示慎重論は多い。また、病院の情報開示は、
個々の病院の院長が考えている開示内容に
なっており、開示の指針や理論は明確化され
ていない。 

このような状況において、今後の病院のあ
り方として、従来の病院組織内の論理は、通
用せず、病院を取り巻くステークホルダー
（以下 SH）との相互作用を見据えた、オー
プンネスと、対話が求められている。そのひ
とつのアプローチとして、外部とのコミュニ
ケーションを司る専門部署があげられる。し
かし、こうした専門部署は、国内では数例し
かなく、その指針や理論は、現時点では見出
せない。そこで、外部とのコミュニケーショ
ンを行う専門部署が必ず設置されているフ
ランスの国立大学病院グループを事例とし
てあげる。 

ところで、国内の病院では、最近まで、企
業に相当する「Investor Relations: IR」に相
当するような情報発信専門部署はなかった。
しかし、現在は患者・市民による病院への開
示要求が叫ばれ、ごく最近、数少ない病院で
外部との交信を行う専門部署が設置される
ようになった。したがって、こうした専門部
署の研究は見当たらない。 

 

２．研究の目的 
本研究では、望ましい医療経営を実現する

ため、時代適合的な価値をステークホルダー
に提供する病院の「コミュニケーション部創
設」を提案し，日仏両国の病院を対象にして
その有効性を明らかにすることを目的とす
る。そして、病院と SH による相互作用のダ
イナミズムを解明し，相互作用のあり方に関
する理論構築を目指す。 

 これによって、病院と SH とのコミュニケ
ーションのあるべき姿を明確にし、病院に、
望ましい医療経営を推進するメルクマール
を提示することができる。他方、SH が、今
まで以上に病院との関わりを容易にし、SH

が病院への要望・提言をすることによって、
病院がよりよい医療の提供をする可能性を
高めることができる。 

 

３．研究の方法 
まず、医療機関における広報・コミュニケ

ーションの重要性や相互作用およびステー
クホルダーに関連する文献を渉猟し，これま

での研究を多面的にサーヴェイする。 

次に、相互作用を通じたダイナミズムの実
態および研究における日仏の現状を把握す
ると同時に資料収集と定性的調査を行う。 

 
４．研究成果 
(1)マルセイユ国立大学病院グループの事例   

1)コミュニケーション部の人材構成         

 マルセイユ国立大学病院グループ（以下
AP-HM）のコミュニケーション部には、20
人の職員がおり、ディレクターをはじめ、次
のような担当が配置されている。それは、デ
ィレクター補佐、内部コミュニケーション、
医療コミュニケーション、パブリック・リレ
ーション、雑誌＆インターネットコミュニケ
ーション、新聞雑誌、芸術監修、コンピュー
ター・グラフィック、テレビ・ビデオ製作、
オーディオ・ヴィジュアル、写真、資料、デ
ータ・ベース、情報管理、ロジスティクス、
文化、受付、司会、である。 

 

2)コミュニケーション部の施設プロジェクト         

コミュニケーション部の院内資料によれ
ば、AP-HM は、「施設プロジェクト」を 2004

年から 2009 年まで実施している。この「施
設プロジェクト」は、総裁の戦略に基づき、
医療、看護、経営、リスク・マネジメント、
等合計 13 部門で策定されている。コミュニ
ケーション部の施設プロジェクトの指針は、
次の通りである。①コミュニケーションの目
的は、職員、市民、組織の関係者、監督官庁
への価値向上させることである、②総裁と密
接に協力し、各部門間の潤滑剤の役を担うと
ともに、AP-HM の明確なコミュニケーショ
ン戦略を実践し、総裁から発せられた方針等
を適用させる、③市民に対する AP-HM のイ
メージアップを図る、ことである。 

 

3)ウェッブサイトの改訂と活用 

 AP-HM のウェッブサイトは 2006 年 6 月
にウェッブサイトの全面改訂が行われた。こ
の改訂理由は、IT 部門による技術指向ではな
く、コミュニケーション部門による多方面か
ら人間工学的（ergonomie）、現実的な視点か
ら検討したためである。改訂後のウェッブサ
イトは、結果的に、アクセス者に正確な情報
を伝えることを可能にした。しかもアイコン
付きにしたことによって、ユーザーフレンド
リーなウェッブサイトを実現したのである。 

 また、AP-HM では、毎年「業績レポート」
を発行しているが、これは行政組織や医療関



係者向けに書いてあるため、専門的な内容に
なっている。そこで、コミュニケーション部
が「業績レポート」から抜粋した総括的な情
報をウェッブサイト上で開示している。 

さらに、メディアに対して年間 100 から
150 のコミュニケ(communiqué)を発表して
いる 

  

4)総裁のブログによる直接的問いかけ   

AP-HM の総裁は 2006 年 2 月 10 日からウ
ェッブサイト上にブログを開き、AP-HM 内
外の意見を広く取り入れようとしいている。 

 このブログは、総裁が通常得る組織からの
情報を補完するのに、市民・職員からの情報
を入手する手段になっている。これによって、
市民・職員からの情報を改善に結び付けよう
というのである。 

 

5)患者市民啓蒙のための健康番組製作・放映      

 コミュニケーション部は自前でスタジオ
を設置し、2005 年 6 月 21 日から健康番組を
院内で放映している。2006 年 6 月には、マ
ルセイユのローカルテレビ局と提携し、1 日
に 61,000 件の視聴者が番組を見るようにな
った。健康番組は AP-HM の予防政策にとっ
て最適な媒体である。なぜなら、マルセイユ
地区の患者・市民は、啓蒙用のパンフレット
等はあまり読まないが、テレビは良く見てい
るからである。 

  

6)AP-HM の事例からの考察 

 AP-HM は、広義のガバナンスである「医
療機関とコミュニティとの積極的なコミュ
ニケーション」をとるため、多様な専門家集
団で構成された専門部署を設置している。同
部署では、総裁の戦略にもとづいた中期計画
的な「施設プロジェクト」を実践している。
ここで注目すべき点は、総裁との連携を強化
し、戦略を達成するための最適な組織設計お
よびプロジェクトが整合性を持っているこ
とである。また、他の組織との連携が欠かせ
ないコミュニケーション部は、単独では存在
しえないことを組織の長がしっかりと認識
しておかなければならない。こうしたことを
担保するため、AP-HM の組織図では、コミ
ュニケーション部が唯一、総裁と重なり合っ
た位置関係をなしている。つまり、他の組織
すべてと繋がっているのである。 

一方、効率的なコミュニケーションを行う
ため、ITの活用として、ユーザーフレンドリ
ーなウェッブサイト作成している。 

 また、専門家向けの「業績レポート」を患
者や市民のレベルに合わせて「翻訳」して、
ウェッブサイト上で開示していることは、患
者・市民に適切な情報を提供しているといえ
るだろう。総括的な情報とはいえ、AP-HM

は、平均在院日数はもちろん、日本ではあま

り開示したがらない年間の、手術件数、クレ
ーム数、訴訟数、院内感染率等を開示してい
る。 

また、コミュニケとは、AP-HM がメディ
ア向けに出す公式発表である。通常、メディ
アは、このコミュニケを受け取り、より詳細
に内容を知りたいときには、コミュニケーシ
ョン部に取材を申し入れるのである。その方
法は、インタビューだけでなく、E-mail, Fax,

電話を活用し、その年間延べ取材件数は、
2007 年では 1,129 件、2008 年では 972 件に
上る。 

他方、総裁によるブログでは、まず、総裁
自らが自分の言葉で語ることによって、市
民・職員はそれに反応する。その反応にまた
総裁が回答することによって、相互理解が深
まるのである。また、通常、市民・職員は、
「総裁」という組織のトップとコンタクトを
取ることが難しい。その難しさをブログは可
能にするため、コミュニケーションの機会を
容易にするメリットがあると思われる。 

さらに、とかく組織からあがってくる意見
しか得ることができない総裁にとって市
民・職員の直接的な意見を得る良い機会でも
ある。これによって組織も情報を総裁に上げ
るときにうそや隠し事がしにくくなる効用
もあるだろう。 

 

(2)ナンシー国立大学病院グループの事例 

1)コミュニケーション部の人材構成         

ナンシー国立大学病院グループ（以下
CHU-Nancy）の広報部は、2010 年 3月時点で、
5 人の専任職員がおり、ディレクターをはじ
め、次のような役職が配置されている。それ
は、ディレクター補佐、インターネット担当、
コンピューター・グラフィック、秘書である。
ただし、役割としては、次のようのものがあ
る。それは、コミュニケーション部の管理・
経営、職員とのコミュニケーション、外部と
のコミュニケーション、広報活動、写真撮影、
インターネット・コミュニケーション、グラ
フィックデザイン、情報管理、出版物管理、
メディア対応、である。 

 

2)コミュニケーション部の活動実績         

コミュニケーション部の活動報告書によ
れば、数値的に捉えている指標として次のも
のが上げられている。それは、①院内に対す
るデイリーの情報提供数、②ジャーナリスト
に対するコミュニケ（Communiqué）数、③
出版物に刊行された記事数、④ウェブサイト
へのアクセス数、⑤閲覧されたウェブサイト
のページ数、である。 

①デイリーの情報提供数は前年より 20%

以上増加していることが明らかになった。
「コミュニケーション」という部署、職種、
機能を考えれば、まず、足元の院内での情報



の受発信、相互理解、協働体制を構築してい
くことが考えられるため、こうした推論は自
然であろう。 

一方、②コミュニケ数は前年と比べて微増
に留まる。このことから、コミュニケーショ
ン部は、2008 年時点では、院外より院内へ
の発信力に注力したことが推論される。 

次に、③出版物に刊行された記事数に関し
ては、データが 2008 年のものしかなく、1

年間でおよそ 227 件となっていた。今後、時
系列的にこの数値を追っていき、メディアへ
の対応数などの数値を絡めて分析していく
ことにより、コミュニケーション部の活動実
績においてどういった意味をなすかが明ら
かになっていくだろう。また、定量的な数値
だけでなく、定性的に記事の「質」や病院に
対して好意的記事かどうかの分析も必要で
あろう。 

次に、④ウェブサイトへのアクセス数をみ
ると、2007 年から 2008 年へのアクセス数が
20%以上増加している。企業では、ウェブサ
イト立ち上げ直後の場合を除いて 1 年間に
20%ものアクセス数の増加があるということ
は、一般的にはポジティブの意味があるとい
われている。そのため、CHU-Nancy でもウ
ェブサイトによる広報戦略は成功している
ように思われる。 

次に、図表 1 に 2008 年における④ウェブ
サイトアクセス数と⑤閲覧されたウェブサ
イトのページ数を記す。この図表からウェブ
サイトにアクセスした人は、平均 2.7 ページ
を閲覧していることが言える。この二つの項
目によるレシオは、時系列で追っていったり、
他の国立大学病院グループ、さらには、日本
の大学病院における数値と比較したりする
ことで、新たな仮説を導出することができる
と思われる。 

 

図表 1：ウェブサイトアクセス数と閲覧され
たウェブサイトのページ数（2008 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：BILAN D’ACTIVITES 2008 
 

3)コミュニケーション部のミッションと機能
ヴェルジェ・ディレクターにコミュニケー

ション部のミッションについて尋ねたとこ
ろ、「病院内外とのコミュニケーションのフ
ォローアップの確保」という回答が得られた。 

 CHU-Nancy のコミュニケーション部も
AP-HM のそれも対象としているのは、病院内
外のステークホルダーである。 
 一方、機能に関しては、とくに注目される
のは、ヴェルジェ・ディレクターが、「総裁
へのコミュニケーションのコーチ」をあげて
いることである。これは、AP-HM の総裁補佐
（Directeur General Adjoint）とのインタ
ビューでもコミュニケーション部の機能と
して「総裁に対するコミュニケーションのト
レーニング」があげられていた。こうした、
総裁へのコーチは、双方に共通しており、し
かも重要なコミュニケーション部の機能で
あると思われる。 
 さらに、ヴェルジェ・ディレクターは、他
の部署のディレクターや責任ある地位の医
師のためにコミュニケーションの研修をす
べきであると述べている。こうした院内の職
員に対する研修の提供はAP-HMにも同様な事
例が見られた。 
 
4)市民・患者会とのコミュニケーション 
 次に、病院外部の人々とのコミュニケーシ
ョンであるが、患者および市民に限定して定
期的な会見・集会等あるか、尋ねたところ、
コミュニケーション部が患者に対して直接
コミュニケーションをすることはないが、市
民に対してはあるという回答であった。ここ
で、市民に対しては、公式な会合をコミュニ
ケーション部が開催しているとのことで、と
くに、毎年「患者会」との会合を企画してい
るとのことである。この CHU-Nancy と患者会
との会合は、建設的なパートナーシップの基
盤づくりが一つの目的でもある。また、患者
会に対して積極的な対応をしていくために
CHU-Nancy がこの企画を提唱した。 

こうした患者会との会合は、患者会と
CHU-Nancy の「両軍対峙」というスタンスで
はなく、「パートナー」といった良好な関係
を構築するのに役立つと思われる。 
 
5)メディアとのコミュニケーション 

ヴェルジェ･ディレクターは CHU-Nancy に
新たに重要なことが起きたときに、直接メデ
ィアと面会するとのことである。 

また、「コミュニケーションの意義」につ
いて尋ねたところ、ヴェルジェ・ディレクタ
ーは次の 3点をあげた。 
①コミュニケーションには二重の意味があ
る。メディアにとっては、情報の需要者であ
り、病院にとっては、情報の先導者である。 
②コミュニケーションは厳密で、明らかで、
正確であるべきものである。 
③コミュニケーションは病院で働く職員に
よって共有化されるべき関心事である。 
 上記のことから、コミュニケーションの意
義として、授受性、明確性、共有性があげら



れる。 
次に、CHU-Nancy が病院の事実を知っても

らうために、メディアとどのようなコミュニ
ケーションをとればよいか尋ねたところ、下
記の回答が得られた。 
①情報を先取りする。 
②問い合わせをしたい人々の手の届くとこ
ろに身を置く。 
③コミュニケーションをするときに人間的
で財政的な能力（moyen humain et financier）
で互いに交し合う。 
 
6)CHU-Nancy の事例からの考察 

本事例から、コミュニケーション部の役割
は「病院内外とのコミュニケーションのフォ
ローアップの確保」ということであった。 
一方、機能に関してとくに注目されるのは、

総裁へのコミュニケーションのコーチや、他
の部署のディレクターや責任ある地位の医
師のためにコミュニケーション研修実施で
あろう。院内の職員へのこうしたコミュニケ
ーション技術のトランスファーは、コミュニ
ケーション部の重要な機能の一つなのであ
る。 
他方、院外としては、「患者会」とのパー

トナーシップの構築に努めていることが明
らかになった。また、メディアとの関係では、
メディアを情報の需要者とし、病院を情報の
先導者であるとしている。そして、メディア
と良好な関係を構築するため、次の 3点をあ
げている。 

 
①情報を先取りする。 
②問い合わせをしたい人々の手の届くとこ
ろに身を置く。 
③コミュニケーションをするときに人間的
で財政的な能力（moyen humain et financier）
で互いに交し合う。 

 
こうした点を考慮することによって、メデ

ィアと良好な関係を構築し、コミュニケーシ
ョン部としての役割を果たしているのであ
ろう。 
 
(3)日本の大学病院における広報の現状・機能 

1)調査方法と調査期間 

 調査方法は、日本の国公私立大学病院を対
象に郵送質問法により行われた。 
調査期間は 2009年 4月に質問票を郵送し、

7 月に回答を郵送によって 20 施設より回収
した（回収率 26%）。そのうち有効回答票は
19 施設であり（有効回収率 24%）、有効回答
票の内訳は、国公立大学病院が 15施設（28%）
で、私立大学病院が 4 施設（16%）である。 

 

2)広報等の専門部署の実態         

まず、有効回答票 19 施設には、すべて広

報担当者がいることがわかった。しかしなが
ら、この 19 施設の中で広報担当者が兼任で
ある施設が 15 施設（79%）と、多くの施設
で、広報担当者が兼任していた。 

次に、広報担当者が専任の 4 施設（国公立
3、私立 1）では、専任の広報担当者が 1 人で
ある施設が 2 施設で、3 人が 1 施設、6 人が
1 施設という結果だった。ただし、広報専門
部署が設置されたのは、古くても 2002 年で
ある。以下、2005 年、2007 年といずれも 3

年から長くて 8 年であった。 

一方、広報担当者が兼任の施設（15 施設）
に、なぜ専門部署を設置しないか尋ねたとこ
ろ、圧倒的に多かったのが、人員不足・予算
不足（8 施設 53%）であった（図表 2）。 

 

図表 2：広報専門部署を設置しない理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、およそ半分の施設で、専門部署の代
わりに総務課・係（7 施設 47%）がその代替
機能を有していた。 

 

3)広報専門部署の有無によるグループ分類  

上記 19 の施設を広報専門部署の有無によ
って、広報専門部署有（4 施設）と広報専門
部署無（15 施設）のグループに分類した。そ
して、医療機関の広報活動としてすべき多く
の機能の中から、比較的重要と思われること
を３つあげた。それは、①各部門の指針の開
示、②病院内外関係者別機関紙の発行、③ホ
ームページに病院内外関係者別のタグ(クリ
ックする場所・入口)の設定、である。  

一方、広報する対象として、職員、患者、
地域住民、メディア、他の医療機関、とした。 

以上の結果を図表 3に記す。この結果から、
専門部署が有る施設が無い施設よりトータ
ルで 2倍近い値を示していることがうかがえ
る。 

 

 

 

 

 

 

 

 



図表 3：広報専門部署の有無による実施割合
(%)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

4)日本の大学病院調査からの考察
わが国の医療機関に広報専門部署を設置

するには、多くの課題がある。しかし、時代
は医療機関の広報活動の重要性が注目を浴
びる方向へ向かっていると思われる。もちろ
ん、わが国では、医療機関の広報に関する法
的規制があり、広報活動には注意が必要であ
る。しかし、米国でも公的セクターにおける
広報担当者は、公的政策の制限内で効果的に
運営している。 

今後は、学会等も巻き込んでこうした課題
に取り組み、場合によっては、医療機関の広
報部設置の推進や広報担当者への高度で高
質な教育プログラムを提案していく必要が
あるのではないであろうか。 

一方、医療機関の側もコストや効率化を考
えて実現可能な広報活動を行うために、複数
の医療機関による広報の共有を検討するこ
とも考えるべきであろう。つまり、「経営は
競争で、広報は協創で」ということが、ひと
つの手段と思われる。言い換えれば、患者サ
ービスや医療技術は、医療機関同士で切磋琢
磨し、他方では、情報の共有化やステークホ
ルダーへの対応を、協力し合い、ステークホ
ルダーに「価値（Value）」を提供するのであ
る。これによって参加施設もステークホルダ
ーも便益を享受することができるのである。 
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